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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 16,579 △10.4 △29 ― △429 ― △4,647 ―

22年3月期 18,507 △15.8 407 △20.2 △12 ― △1,804 ―

（注）包括利益 23年3月期 △4,662百万円 （―％） 22年3月期 △1,747百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △541.01 ― △140.5 △1.2 △0.2

22年3月期 △210.00 ― △27.4 △0.0 2.2

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 32,600 1,251 3.0 112.47
22年3月期 37,974 5,951 14.9 657.83

（参考） 自己資本   23年3月期  966百万円 22年3月期  5,651百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,122 △118 △1,357 1,910
22年3月期 357 771 △2,385 2,263

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 6,931 △21.1 △140 ― △384 ― △510 ― △59.37

通期 14,123 △14.8 △46 ― △503 ― △683 ― △79.52



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、（添付資料）17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 8,670,080 株 22年3月期 8,670,080 株

② 期末自己株式数 23年3月期 80,586 株 22年3月期 79,388 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 8,590,288 株 22年3月期 8,591,111 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 16,299 △10.5 △475 ― △717 ― △3,594 ―

22年3月期 18,221 △15.9 △27 ― △365 ― △2,123 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 △416.51 ―

22年3月期 △245.23 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 25,193 1,015 4.0 118.15
22年3月期 28,975 4,647 16.0 536.72

（参考） 自己資本 23年3月期  1,015百万円 22年3月期  4,647百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸表に対する監査手続きが実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、３ペー
ジ「1.経営成績（１）経営成績に関する分析 次期の見通し」をご覧ください。 
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(1) 経営成績に関する分析 

  当連結会計年度における日本経済は、海外経済の回復や政府の経済対策により、企業収益及び設備投資は持ち直し

の動きがみられたものの、長期化するデフレや円高、原油や原材料価格の高騰などの影響により、景気は足踏み状

態で推移しておりました。しかしながら、平成23年３月11日に発生した東日本大震災及び福島第一原子力発電所事

故により、日本経済はこれまでにない厳しい局面を迎えており、今後の深刻な影響が懸念されます。当社グループ

におきましても主要セグメント地区である北海道経済は、個人消費・公共投資・観光需要の低迷等を背景に弱含む

なか、東日本大震災による直接的・間接的な影響の拡大により、厳しさが増しております。 

 観光業界におきましては、外国人観光客の増加により、持ち直しの動きがみられていた矢先に、東日本大震災が発

生し、消費マインドの悪化に加え、風評被害と自粛により、宿泊客の減少が予想され、観光関連に大きな打撃が懸念

されます。 

 このような状況の下で、当社グループは平成21年11月に策定した「経営改善計画 ～New karakami Project～」の

基本方針である「ホテル事業の収益力強化」「有利子負債の圧縮による財務体質強化」「経営管理体制の整備による

組織力強化」を進めてまいりました。また、優先課題としてインバウンド及びインターネット経由の集客強化を図る

とともにエージェント工作及び直販（直接予約）強化による集客下げ止の対策に取り組みました。また、人件費の抑

制、仕入原価の低減、水道光熱費・燃料費の削減等、コストの抑制・削減に取り組みました。 

 以上の施策を進めてまいりましたが、主力である観光事業の売上が減少し、当連結会計年度の宿泊客数実績では前

期比8.4%減の 千人（前期比 千人の減少）となり、売上高は前期比10.4%減の 百万円（前期比 百万

円の減少）となりました。 

 営業損失につきましては、 百万円（前期比 百万円の減少）、経常損失は 百万円（前期比 百万円の減

少）となりました。当期純損失は、事業利益の低下したホテルにおいて将来の回収の可能性を検討した結果、

百万円の減損損失を含む特別損失 百万円の計上に伴い、 百万円（前期比 百万円の減少）となりまし

た。 

  

 セグメント別の状況は次のとおりであります。 

〔北海道地区〕 

 北海道地区の観光ホテルは当社グループの基盤となっていますが、売上高は外国人観光客は増加したものの、主要

販売チャネルであるエージェントからの集客が減少したことが影響し、減少しました。また、経費削減に努力しまし

たが売上高の減少を吸収するに至りませんでした。 

 この結果、売上高は 百万円、営業損失は 百万円となりました。 

〔東北地区〕 

 東北地区のホテル瑞鳳、秋保グランドホテルとも地元顧客の集客に力を入れ、前期とほぼ同実績の売上を確保する

見込みでしたが、東日本大震災による被災により、３月11日から営業が停止したことにより、減収減益となりまし

た。なお、秋保グランドホテルは平成23年４月１日より、ホテル瑞鳳は平成23年４月29日より宿泊営業を再開してお

ります。 

この結果、売上高は 百万円、営業利益は 百万円となりました。 

〔近畿地区〕 

  南紀白浜の４ホテルにつきましては、インターネットによる集客は増加しましたが、エージェント経由の集客が減

少し、減収減益となりました。 

この結果、売上高は 百万円、営業利益は 百万円となりました。 

〔ビジネス部門〕 

企業関係の研修、セミナー、ケータリングを中心に営業に注力し、前期とほぼ同実績の売上を計上できる見込み

でしたが、東日本大震災の被災により、晴海グランドホテルの営業が３月11日から３月14日まで停止し、その間の

キャンセルも加わり、その影響で減収減益となりました。 

この結果、売上高 百万円、営業利益 百万円となりました。 

〔その他〕 

スポーツ施設運営事業は法人会員・個人会員の施設利用の落ち込みを、スキー学習等その他の売上でカバーした

結果、売上高は 百万円となり、経費の削減にも努力し、営業利益７百万円となりました。 

 レストラン事業の羊ヶ丘展望園は、団体客及び個人客の減少により、売上高は 百万円となりましたが、経費の

削減にも努力し、営業利益４百万円となりました。 

  

１．経営成績

1,395 128 16,579 1,928

29 436 429 417

3,554

4,139 4,647 2,843

7,119 580

2,748 40

2,974 48

3,461 422

199

70



 当連結会計年度から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27日)及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日)を適用

しております。従いまして、前年同期との比較は行っておりません。 

  

 次期の見通し 

 翌連結会計年度の見通しにつきましては、東日本大震災に伴う風評被害、国内自粛ムード、インバウンドの減少等

により先行きが極めて不透明な状況となっておりますが、地域特性を打ち出した営業の強化を行うとともに徹底した

コスト管理と各館の効率的運営をすすめてまいります。 

  当社グループの業績は、営業収益14,123百万円（前年度比14.8%減）、営業損失46百万円（前連結会計年度は営業

損失29百万円）、経常損失503百万円（前連結会計年度は経常損失429百万円）、当期純損失683百万円（前連結会計

年度は当期純損失4,647百万円）を見込んでおります。 

  

(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べて 百万円減少し 百万円となり

ました。 

 現金及び預金の 百万円の減少、売掛金の 百万円の減少等により、流動資産は 百万円と前連結会計

年度末に比べ 百万円減少しました。 

 減価償却 百万円及び減損損失 百万円による固定資産の減少、設備投資による固定資産 百万円の

増加により、固定資産は 百万円と前連結会計年度末に比べ 百万円減少しました。 

 短期借入金は 百万円増加したものの、１年内返済予定の長期借入金が 百万円減少したこと等によ

り、流動負債は 百万円と前連結会計年度末に比べ 百万円減少しました。 

 資産除去債務が 百万円増加したものの、社債の償還 百万円及び長期借入金 百万円の返済により、固

定負債は 百万円と前連結会計年度末に比べ 百万円減少しました。 

 当期純損失が 百万円となり、利益剰余金が 百万円減少したことにより、純資産は 百万円と前

連結会計年度末に比べ 百万円減少しました。  

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により 百万円の資

金を獲得し、投資活動により 百万円の資金を使用、財務活動では 百万円の資金を使用したことから、

百万円となり、前連結会計年度末に比べ 百万円減少いたしました。 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は、 百万円となりました。（前年同期は 百万円の収入） 

 これは主に、税金等調整前当期純損失を 百万円計上したものの、減損損失 百万円、減価償却費

百万円、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 百万円の計上があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、 百万円となりました。（前年同期は 百万円の収入） 

 これは主に、有形固定資産の取得による支出が 百万円あったものの、定期預金の払戻による収入が 百万

円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、 百万円となりました。（前年同期は 百万円の支出） 

 これは主に、長期借入れにより 百万円を調達したものの、長期借入金の返済及び社債の償還を 百万

円実施したことによるものであります。 
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4,700

1,122

118 1,357

1,910 353

1,122 356

4,538 3,554

1,506 390

118 771

332 185

1,357 2,385

2,150 4,489



（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、株主の皆様に対する利益還元については、積極的な成果の

配分と安定的な配当の継続を行うことを基本方針に、事業の展開と経営効率の向上に努めております。また、内部

留保金につきましては、設備投資等に有効な活用をしてまいりたいと考えております。 

 当期の期末配当金につきましては、連結経営成績の内容のとおり、誠に遺憾ながら、当期純損失計上により無配

とさせていただきます。 

 なお、次期配当につきましても、誠に遺憾ながら、当期純損失の見込みのため、無配とさせていただきます 

(4) 事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあり

ます。 

 本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は決算短信発表日現在において判断したも

のであり、事業等のリスクはこれらに限定されるものではありません。 

① 経済状況について 

景況悪化による個人消費の落ち込み、天候、市場環境の変化などに起因し、宿泊者数や営業収益に影響を受け

ることがあり、当社グループの経営成績が変動することがあります。 

② 火山噴火災害のリスク 

当社グループの主力事業である観光ホテル事業のうち、洞爺地区の洞爺パークホテル天翔と洞爺サンパレス

は、有珠山の噴火災害による影響を昭和52年と平成12年の過去２回受けております。平成12年の噴火では、両ホ

テルが３ヶ月間に亘って休業を余儀なくされました。今後、火山活動の状況によっては、休業や施設の毀損、焼

失等により、当社グループの事業に重要な影響を与える可能性がありますが、災害及び事業の性質上、保険等で

これに対処することは困難です。 

③ 温泉枯渇のリスク 

当社グループの主力事業である観光ホテル事業では、温泉を中心としたサービスの提供を行っております。温

泉の利用は、源泉を利用する正当な権利に基づいたものですが、その資源量は無尽蔵ではありません。近年の温

泉乱立状況のほか、利用量は増加の一途を辿っています。当社としては、水質の安全性や環境問題への配慮か

ら、温泉の効率的な利用に努めてはおりますが、今後、温泉の湧出量が減少した場合には、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。 

④ 減損損失計上のリスク 

当社グループの営む事業は、原則として土地・建物等の施設を自社グループにて所有し運営しております。こ

のため、当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しておりますが、減損会計適用の検討対象

となる多数・多額の事業用資産を所有しておりますので、減損処理が必要となった場合、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。 

  平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

自己資本比率（％）  24.4  24.6  17.3  14.9  3.0

時価ベースの自己資本比率（％）  17.0  16.0  10.2  6.1  3.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年)  15.6  16.4  26.1  81.4  24.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)  3.5  2.7  1.7  0.6  2.2



⑤ 円金利変動のリスク 

当社グループは、初期投資を必要とする業態であることから外部負債の依存度が高く、今後国内景気の回復に

より円金利が上昇すると、金利負担の増大を招く可能性があります。 

  

（5） 継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、第57期（平成21年３月期）以降、経常損失の計上と減損損失等の特別損失の計上が継続し、３

期連続して多額の当期純損失を計上したことに伴い、純資産が減少し続けております。この結果、第57期末（平成

21年３月期末）以降、当社グループが借入しているシンジケートローンの財務制限条項への抵触とシンジケートロ

ーンの期限の利益の継続同意による解消を繰り返しており、「４．連結財務諸表（10）連結財務諸表に関する注記

事項（連結貸借対照表関係)２財務制限条項」に記載のとおり、当連結会計年度末においてもシンジケートローン

千円について財務制限条項に抵触することとなりました。これらの状況により、当社グループは「４．

連結財務諸表（5）継続企業の前提に関する注記」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しております。  

  

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、カラカミ観光株式会社（当社）及び子会社12社により構成されており

ます。 

 当社及び子会社７社が観光ホテル事業を、当社及び子会社１社がビジネスホテル事業を、子会社１社がスポーツ施設

運営事業を、子会社１社がレストラン事業を、子会社２社が保険代理店業他の事業をそれぞれ営んでおります。 

  事業内容と当社グループの当該事業に係る位置付け並びに報告セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

 （注）１．表中の会社はすべて連結子会社であります。 

    ２．その他の阿寒ビューホテルは平成20年10月20日に閉館しております。㈱阿寒ビューホテルは施設の維持管理

をしております。  

12,732,750

２．企業集団の状況

セグメントの
名称 

事業内容 施設名 施設所有 経営及び管理運営

  

  

北海道地区 

  

  

  

  

観光ホテル事業 

  

  

定山渓ビューホテル 当社 当社 

洞爺サンパレス 当社 当社・㈱洞爺サンパレス 

ニュー阿寒ホテル 当社 当社・㈱ニュー阿寒ホテル 

洞爺パークホテル天翔 当社 当社・㈱洞爺パークホテル 

ホテルエメラルド ㈱ホテルエメラルド 当社・㈱ホテルエメラルド 

  

東北地区 

  

  

観光ホテル事業 

  

秋保グランドホテル 当社 当社・㈱東北カラカミ観光 

ホテル瑞鳳 当社 当社・㈱東北カラカミ観光 

  

  

近畿地区 

  

  

  

  

観光ホテル事業 

  

  

ホテル川久 ㈱川久 当社・㈱川久 

コガノイベイホテル ㈱古賀乃井 当社・㈱古賀乃井 

ホテル古賀の井 ㈱古賀乃井 当社・㈱古賀乃井 

白浜シーサイドホテル 当社 当社・㈱古賀乃井 

  

 ビジネス部門 

  

  

ビジネスホテル 

事業 

  

晴海グランドホテル ㈱川久 当社・㈱マックスパート 

川崎グランドホテル ㈱川久 当社・㈱マックスパート 

ホテルコスモスクエア 

国際交流センター 
㈱マックスパート 当社・㈱マックスパート 

  

その他 

  

  

不動産賃貸業 阿寒ビューホテル(注)２  ㈱阿寒ビューホテル 当社・㈱阿寒ビューホテル 

スポーツ施設運

営事業 

サンシャインスポーツクラ

ブ 
当社 サンシャインビル㈱ 

レストラン 

事業 
羊ヶ丘展望園 当社・㈱羊ヶ丘展望園 ㈱羊ヶ丘展望園 

保険代理店業他 カラカミ商事㈱ 当社 カラカミ商事㈱ 



 当社グループは相互に連携して観光事業等の発展を図っており、その概要図は次のとおりであります。  

（注）１．連結子会社であるカラカミ商事㈱は平成22年11月１日に連結子会社である太陽商事㈱を吸収合併しておりま

す。 

      ２．㈱洞爺サンパレスと㈱ニュー阿寒ホテルは、平成23年４月１日にカラカミ観光㈱を存続会社とする吸収合併

により解散しております。  

  

(1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、北海道の観光ホテルを基盤として事業の拡大に努め、温泉を幅広く利用し、お客様のための疲労

回復と心の癒やしを得られるようなサービスに取り組んでまいりました。 

各地区のホテルは、それぞれこだわりのホテルづくりと、お客様に心から楽しんでいただけるように真心をこめた

サービスでおもてなしをさせていただきます。 

今後におきましても、当社グループのノウハウを共有することで長期的かつ安定的に企業価値の向上を図りたいと

考えております。 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、企業価値の増大を図っていくために、重要な経営指標として、ＲＯＡ（総資産経常利益率）２％を達成す

ることを当面の実現・継続すべき目標値としております。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は当連結会計年度（平成23年３月期）を初年度とする「経営改善計画～New Karakami Project～（平成23年３

月期～平成25年３月期）」を平成21年11月に策定し、厳しい経営環境を乗り越えて、今後も存在感ある真の観光産業

のリーダーを目指して成長・発展していくために、経営陣はじめグループ社員一丸となって、１．ホテル事業の収益

力強化 ２．有利子負債圧縮による「財務体質強化」 ３．経営管理体制の整備による「組織力強化」の計画の実

行・達成に向けて取り組んでまいりました。 

しかしながら、国内及び道内の長引く景気低迷の影響による消費の冷え込み、客数の減少、低価格競争の激化な

ど、当社グループを取り巻く環境は計画策定時点の想定から悪化し、今期損益が計画策定時点の予想を下回る結果と

なりました。 

当社グループはこのような環境の変化を踏まえ、従前の基本方針及び改善施策を踏襲しながら、翌連結会計年度以

降の計画を実行可能性の高い計画にするために損益計画を下方修正させていただきました。本経営改善計画の実行・

達成に向けて、経営陣はじめグループ社員一丸となって尽力する所存です。 

  

３．経営方針



(4) 会社の対処すべき課題 

    「４．連結財務諸表（5）継続企業の前提に関する注記」のとおり、当社グループは、当連結会計年度において、

３期連続して経常損失を計上したことに加えて、３期連続して多額の減損損失等を計上したことに伴う純資産の大

幅な減少により、当社グループが借入しているシンジケートローンの財務制限条項に抵触しており、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

このような状況を解消するために、関係金融機関とシンジケートローンの条件変更等を交渉中であります。 

    当社グループは、平成21年11月に策定した「経営改善計画～New Karakami Project～」に基づき（1）北海道

地区ホテルのオペレーション見直しや地区単位での営業基盤強化などによる収益力強化、（2）有利子負債の圧縮

や資金繰りの安定化などによる財務体質強化、（3）組織体制の見直しや従業員モチベーションの向上などによる

組織力強化を進めてきましたが、リーマンショックの影響及び東日本大震災の影響は予想以上に大きく、前連結会

計年度及び当連結会計年度における実績は計画策定時点の予想を大きく下回っております。また、東日本大震災及

び福島第一原子力発電所問題の与える影響は特に翌連結会計年度に大きいと予想され、損益計画を修正いたしまし

た。 

 施策としましては次のとおり取り組んでまいります。 

① 経営資源の選択と集中 

 主要なセグメントであり、原発風評被害により、外国人客が大幅に減少する見込みである北海道の洞爺・阿寒地

区は各地区２館体制であることから、各地区１館休館による１館体制とし、経営資源の集約・効率化を図ってまい

ります。 

② 営業強化  

旗艦ホテルである定山渓ビューホテルの水の王国「ラグーン」のリニューアル、洞爺サンパレスのレストラン

「パレシオ」のリニューアル、自社ホームページ・ネットエージェントなどＷＥＢ販売強化、インバウンドの営業

体制強化、各種イベントの展開、季節バイキングの展開等の顧客ニーズにきめ細かく対応した新商品企画など営業

戦略の推進により、「他社施設との差別化」「新規顧客開拓」「リピーター獲得」を図り、マーケットシェアの維

持・拡大を図ります。 

 ③ 更なるコスト抑制・削減 

   引き続き人件費の流動化、仕入原価の低減、高騰しているエネルギーコストの抑制・削減を図ってまいります。

④ オペレーション体制構築 

 研修による管理職育成及びマネージメント能力の向上、従業員の多能職化などにより、繁閑に合わせたオペレー 

ションを構築し、固定人件費の変動化などによりローコストオペレーションの定着を図ります。 

 ⑤ お客様満足向上 

各施設のＣＳ担当者の活動、お客様アンケートの活用、アンケート結果に基づく個人表彰によるモチベーション

の向上、階層別研修などにより、「サービスの質」「おもてなしの心」の向上を図ります。 

 内部統制におきましては、業務の適正を確保するための体制として、適正な財務報告を確保するために、業務管

理室の巡回によるコンプライアンスの周知徹底等により、コーポレートガバナンスの強化を図ります。また、決

算・財務報告プロセスにつきましても、財務報告にかかる管理体制の強化を実施してまいります。 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,413,068 1,909,733

売掛金 693,197 401,175

たな卸資産 153,669 129,739

繰延税金資産 8,799 34,135

未収法人税等 53,050 12,274

その他 248,524 199,836

貸倒引当金 △3,589 △3,375

流動資産合計 3,566,719 2,683,518

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 72,334,204 72,936,329

減価償却累計額及び減損損失累計額 △49,828,891 △54,157,401

建物及び構築物（純額） ※1  22,505,313 ※1  18,778,927

機械装置及び運搬具 683,697 677,589

減価償却累計額及び減損損失累計額 △645,976 △646,333

機械装置及び運搬具（純額） 37,720 31,256

土地 ※1  9,997,316 ※1  9,500,485

その他 4,326,946 4,438,372

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,881,675 △4,022,001

その他（純額） 445,270 416,371

有形固定資産合計 32,985,621 28,727,040

無形固定資産   

のれん 574,266 536,814

その他 244,270 107,321

無形固定資産合計 818,537 644,135

投資その他の資産   

投資有価証券 384,657 329,334

繰延税金資産 34,955 21,674

破産更生債権等 19,858 －

その他 138,947 167,997

貸倒引当金 △31,284 △20,482

投資その他の資産合計 547,134 498,524

固定資産合計 34,351,292 29,869,700

繰延資産   

社債発行費 55,782 46,950

繰延資産合計 55,782 46,950

資産合計 37,973,794 32,600,169



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 549,132 433,008

短期借入金 ※1  3,050,000 ※1  4,050,000

1年内償還予定の社債 ※1  451,000 ※1  451,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  3,930,800 ※1  2,567,150

未払金 1,034,740 967,594

未払法人税等 27,492 79,210

未払消費税等 66,596 32,397

繰延税金負債 2,586 262

賞与引当金 － 40,638

その他 476,483 477,327

流動負債合計 9,588,831 9,098,588

固定負債   

社債 ※1  3,912,500 ※1  3,461,500

長期借入金 ※1  17,702,998 ※1  17,178,348

繰延税金負債 380,027 376,413

退職給付引当金 314,983 322,763

負ののれん 49,866 44,325

資産除去債務 － 767,381

その他 73,801 99,861

固定負債合計 22,434,176 22,250,593

負債合計 32,023,008 31,349,182

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,454,940 2,454,940

資本剰余金 2,182,984 2,182,984

利益剰余金 1,032,845 △3,614,574

自己株式 △81,773 △82,015

株主資本合計 5,588,997 941,334

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 62,222 24,738

その他の包括利益累計額合計 62,222 24,738

少数株主持分 299,566 284,915

純資産合計 5,950,785 1,250,987

負債純資産合計 37,973,794 32,600,169



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業収益 18,507,048 16,579,110

営業費用 18,099,552 16,607,942

営業利益又は営業損失（△） 407,495 △28,831

営業外収益   

受取利息 1,606 689

受取配当金 36,843 7,497

受取地代家賃 83,487 71,509

協賛金収入 23,573 －

その他 66,243 88,868

営業外収益合計 211,753 168,565

営業外費用   

支払利息 589,396 509,168

その他 42,196 59,640

営業外費用合計 631,593 568,809

経常損失（△） △12,343 △429,076

特別利益   

固定資産売却益 14 4,317

投資有価証券売却益 17,259 －

持分変動利益 111,362 －

負ののれん発生益 － 25,422

その他 9,516 －

特別利益合計 138,152 29,740

特別損失   

固定資産売却損 23,618 4,256

固定資産除却損 5,062 26,442

減損損失 ※1  1,556,451 ※1  3,553,538

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 390,020

退職特別加算金 ※2  120,737 －

災害による損失 － 163,557

その他 105,019 1,182

特別損失合計 1,810,889 4,138,997

税金等調整前当期純損失（△） △1,685,081 △4,538,333

法人税、住民税及び事業税 30,182 84,392

法人税等調整額 53,389 2,047

法人税等合計 83,571 86,440

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △4,624,773

少数株主利益 35,497 22,646

当期純損失（△） △1,804,150 △4,647,420



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △4,624,773

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △37,484

その他の包括利益合計 － ※2  △37,484

包括利益 － ※1  △4,662,258

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △4,684,904

少数株主に係る包括利益 － 22,646



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,454,940 2,454,940

当期末残高 2,454,940 2,454,940

資本剰余金   

前期末残高 2,182,984 2,182,984

当期末残高 2,182,984 2,182,984

利益剰余金   

前期末残高 2,836,996 1,032,845

当期変動額   

当期純損失（△） △1,804,150 △4,647,420

当期変動額合計 △1,804,150 △4,647,420

当期末残高 1,032,845 △3,614,574

自己株式   

前期末残高 △11,241 △81,773

当期変動額   

自己株式の取得 △215 △242

新規連結子会社所有の親会社株式 △70,316 －

当期変動額合計 △70,531 △242

当期末残高 △81,773 △82,015

株主資本合計   

前期末残高 7,463,679 5,588,997

当期変動額   

当期純損失（△） △1,804,150 △4,647,420

自己株式の取得 △215 △242

新規連結子会社所有の親会社株式 △70,316 －

当期変動額合計 △1,874,682 △4,647,662

当期末残高 5,588,997 941,334

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 40,713 62,222

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,508 △37,484

当期変動額合計 21,508 △37,484

当期末残高 62,222 24,738

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 40,713 62,222

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,508 △37,484

当期変動額合計 21,508 △37,484

当期末残高 62,222 24,738



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主持分   

前期末残高 273,818 299,566

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,747 △14,651

当期変動額合計 25,747 △14,651

当期末残高 299,566 284,915

純資産合計   

前期末残高 7,778,212 5,950,785

当期変動額   

当期純損失（△） △1,804,150 △4,647,420

自己株式の取得 △215 △242

新規連結子会社所有の親会社株式 △70,316 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 47,256 △52,135

当期変動額合計 △1,827,426 △4,699,798

当期末残高 5,950,785 1,250,987



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △1,685,081 △4,538,333

減価償却費 1,727,748 1,506,284

減損損失 1,556,451 3,553,538

のれん償却額 31,911 31,911

貸倒引当金の増減額（△は減少） △758 8,842

退職給付引当金の増減額（△は減少） △149,732 7,779

賞与引当金の増減額（△は減少） △134,789 40,638

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21,000 －

受取利息及び受取配当金 △38,449 △8,187

支払利息 589,396 509,168

投資有価証券売却損益（△は益） △17,259 151

持分変動損益（△は益） △111,362 －

負ののれん発生益 － △25,422

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 390,020

有形固定資産売却損益（△は益） 23,604 △61

有形固定資産除却損 5,062 26,442

退職特別加算金 120,737 －

売上債権の増減額（△は増加） △8,360 292,021

たな卸資産の増減額（△は増加） 45,423 23,929

仕入債務の増減額（△は減少） △319,501 △116,124

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,734 △34,199

その他の資産・負債の増減額 △557,182 △40,384

小計 1,058,594 1,628,015

特別退職金の支払額 △120,737 －

利息及び配当金の受取額 38,419 8,335

利息の支払額 △576,226 △522,926

法人税等の支払額 △43,170 △45,383

法人税等の還付額 － 53,484

営業活動によるキャッシュ・フロー 356,878 1,121,525



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △55,000 △35,000

定期預金の払戻による収入 － 185,000

有形固定資産の取得による支出 △151,188 △331,648

有形固定資産の売却による収入 57,410 91,549

投資有価証券の売却による収入 1,005,377 4,748

子会社株式の取得による支出 △34,200 △7,000

無形固定資産の取得による支出 △49,234 △9,000

有形固定資産の除却による支出 △827 △13,466

その他 △1,187 △2,877

投資活動によるキャッシュ・フロー 771,150 △117,693

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 1,000,000

長期借入れによる収入 4,800,000 2,150,000

長期借入金の返済による支出 △6,420,750 △4,038,300

社債の償還による支出 △851,000 △451,000

自己株式の取得による支出 △215 △242

少数株主への配当金の支払額 △9,750 △4,875

その他 △3,022 △12,748

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,384,738 △1,357,166

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,256,709 △353,334

現金及び現金同等物の期首残高 3,444,726 2,263,068

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 75,052 －

現金及び現金同等物の期末残高 2,263,068 1,909,733



（5）継続企業の前提に関する注記

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 当社グループは、２期連続して経常損失を計上したこと

に加えて、２期連続して多額の減損損失等の特別損失を計

上した結果、前連結会計年度に続いて、当連結会計年度に

おいても1,804,150千円と大幅な当期純損失を計上してお

ります。この結果、後記「注記事項（連結貸借対照表関

係）２財務制限条項」に記載のとおり、当社グループが借

入しているシンジケートローン14,103,750千円について財

務制限条項に抵触することとなりました。当該状況によ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消し又は改善すべく、平

成21年11月に策定した「経営改善計画 ～New Karakami 

Project～」に基づき、(1)北海道地区ホテルのオペレー 

ション見直しや地区単位での営業基盤強化などによる収益

力の強化、(2)有利子負債の圧縮や資金繰りの安定化など

による財務体質強化、(3)組織体制の見直しや従業員モチ

ベーションの向上などによる組織力強化を進めておりま

す。 

 この「経営改善計画 ～New Karakami Project～」は、

当連結会計年度においては計画策定時点の予想を大きく下

回りましたが、翌連結会計年度においては重点課題とし

て、①営業強化②オペレーション体制構築③お客様満足向

上に取り組み、収益力の回復等を図る方針であります。ま

た、メインバンクを中心に支援継続は得られる見通しにあ

り、財務制限条項に抵触したシンジケートローンについて

は、契約条件等を変更すべく主要金融機関と交渉を始めて

おります。 

 しかし、「経営改善計画 ～New Karakami Project～」

は推進途上であり、主要金融機関との交渉も開始直後であ

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められます。 

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結

財務諸表には反映しておりません。  

当社グループは、第57期（平成21年３月期）以降、経常

損失の計上と減損損失等の特別損失の計上が継続し、３期

連続して多額の当期純損失を計上したことに伴い、純資産

が減少し続けております。この結果、第57期末（平成21年

３月期末）以降、当社グループが借入しているシンジケー

トローンの財務制限条項への抵触とシンジケートローンの

期限の利益の継続同意による解消を繰り返しており、「注

記事項（連結貸借対照表関係)２財務制限条項」に記載の

とおり、当連結会計年度末においてもシンジケートローン

千円について財務制限条項に抵触することとな

りました。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消し又は改善すべく、平

成21年11月に策定した「経営改善計画～New Karakami 

Project～」に基づき（1）北海道地区ホテルのオペレーシ

ョン見直しや地区単位での営業基盤強化などによる収益力

強化、（2）有利子負債の圧縮や資金繰りの安定化などに

よる財務体質強化、（3）組織体制の見直しや従業員モチ

ベーションの向上などによる組織力強化を進めてきました

が、当連結会計年度における実績は計画策定時点の予想を

大きく下回っております。さらに、今後、東日本大震災及

び東京電力福島第一原子力発電所事故の影響を受けること

は不可避であり、これらの影響等による経常損失の計上を

最小限に食い止めるため、平成23年４月に損益計画を中心

に大幅に見直した経営改善計画(修正計画書)を作成いたし

ました。この修正計画書では、海外からの旅行者の減少が

予想される北海道の洞爺・阿寒地区については、各地区２

館のうち１館を一時休館することにより経営資源の集約・

効率化を図り、直接被災した仙台地区２館については、原

発事故の風評被害の影響を復興需要の取り込み等によりカ

バーしていく施策を実行する方針であります。この計画を

確実に実行することにより、翌連結会計年度も経常損失の

計上による純資産の減少が見込まれるものの、その後、純

資産の回復を図っていく計画となっております。 

修正計画書及びこれに基づく翌連結会計年度の資金繰り

については、当社グループのメインバンクである株式会社

北海道銀行並びに同行を含むシンジケートローンの主幹事

行にもご理解いただき、今後も融資継続の姿勢に変わりは

ないと考えております。従いまして、財務制限条項に抵触

したシンジケートローンについても、これまでどおり、期

限の利益の継続同意を得られるものと考えております。 

しかし、メインバンクを中心とした主要金融機関との交

渉は開始直後であり、当社が資産超過を維持することを前

提とした修正改善計画においても東日本大震災等の影響が

想定を超える可能性があるため、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められます。 

12,732,750

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結

財務諸表には反映しておりません。 



  

①連結の範囲に関する事項 

当社の所有する子会社12社のすべてを連結しております。  

      連結子会社：㈱東北カラカミ観光 
㈱マックスパート 
㈱洞爺サンパレス 
㈱古賀乃井 
㈱ニュー阿寒ホテル 
㈱洞爺パークホテル 
㈱川久 
㈱ホテルエメラルド 
㈱阿寒ビューホテル 
サンシャインビル㈱ 
㈱羊ヶ丘展望園 
カラカミ商事㈱ 

（連結の範囲の変更） 
 連結子会社であるカラカミ商事㈱は平成22年11月１日に連結子会社である太陽商事㈱を吸収合併しており
ます。 

   

②持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社であった㈱トーヤ温泉ホテルは、平成22年11月25日に札幌地方裁判所室蘭支部により破

産手続開始決定がなされたため、持分法適用の範囲から除外しております。 

   

③連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、カラカミ商事㈱は当連結会計期間において、決算日を10月31日から３月31日に変更して

おります。連結財務諸表の作成にあたって、カラカミ商事㈱については、連結決算日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しております。  

  

  

    

   「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。  

 これにより、営業損失及び経常損失は 千円増加し、税金等調整前当期純損失は 千円増加して

おります。  

  

  

  

 （連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純損失」の科目で表示しております。 

  

  

  

  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 

  

（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

20,344 410,365

（8）表示方法の変更

（9）追加情報



  

 上記以外の連結貸借対照表に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた
め開示を省略しております。 

（10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１ 担保提供資産 ※１ 担保提供資産 

(イ) 担保に供している資産は次のとおりであります。 (イ) 担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 千円21,095,638

土地 千円8,239,002

計 千円29,334,640

建物 千円17,622,512

土地 千円7,879,408

計 千円25,501,921

(ロ) 上記に対応する債務は次のとおりであります。 (ロ) 上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円2,850,000

１年内償還予定の社債 千円211,000

１年内返済予定の長期

借入金 
千円1,803,360

社債 千円2,332,500

長期借入金 千円15,449,670

計 千円22,646,530

短期借入金 千円4,050,000

１年内償還予定の社債 千円211,000

１年内返済予定の長期

借入金 
千円1,325,810

社債 千円2,121,500

長期借入金 千円14,123,860

計 千円21,832,170

 ２ 財務制限条項  ２ 財務制限条項 

当社グループの長期借入金のうち、シンジケートロー

ン４件、 千円には以下の財務制限条項が付

されております。 

契約ごとに条項は異なりますが、主なものは下記のと

おりであります。 

14,103,750

当社グループの長期借入金のうち、シンジケートロー

ン４件、 千円には以下の財務制限条項が付

されております。 

契約ごとに条項は異なりますが、主なものは下記のと

おりであります。 

12,732,750

① 平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日

における連結貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額を(ⅰ)直前の事業年度末日における連結貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％

に相当する金額又は(ⅱ)平成21年３月期末日におけ

る連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金

額のうち、いずれか高い金額以上に維持すること。

① 平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日

における連結貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額を(ⅰ)直前の事業年度末日における連結貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額の ％

に相当する金額又は(ⅱ)平成21年３月期末日におけ

る連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金

額のうち、いずれか高い金額以上に維持すること。

75

（１件 9,913,750千円） （１件 千円）9,398,750

② 各年度の決算期及び中間期の末日における連結貸借

対照表における純資産の部の金額を直前の決算期比

75％以上に維持すること。 

② 各年度の決算期及び中間期の末日における連結貸借

対照表における純資産の部の金額を直前の決算期比

％以上に維持すること。  75

（２件 3,690,000千円） （２件 千円）3,034,000

③ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る営業損益を２期連続で損失としないこと。 

③ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る営業損益を２期連続で損失としないこと。  

（２件 10,713,750千円） （２件 千円）9,798,750

④ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る経常損益を２期連続で損失としないこと。 

④ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る経常損益を２期連続で損失としないこと。  

（４件 14,103,750千円) （４件 円）12,732,750

⑤ 各事業年度末日における連結貸借対照表及び連結損

益計算書から計算される借入金キャッシュフロー倍

率を連結キャッシュフローの20倍以内に維持するこ

と。 

⑤ 各事業年度末日における連結貸借対照表及び連結損

益計算書から計算される借入金キャッシュフロー倍

率を連結キャッシュフローの20倍以内に維持するこ

と。  

（１件 9,913,750千円） （１件 千円）9,398,750

当社グループのシンジケートローンは当連結会計年度

末現在、上記の財務制限条項①及び④に相当する条項

に抵触しております。今後の方向性につきましては各

金融機関と交渉中であります。 

当社グループのシンジケートローンは当連結会計年度

末現在、上記の財務制限条項①②及び④に相当する条

項に抵触しております。今後の方向性につきましては

各金融機関と交渉中であります。 



  

 上記以外の連結損益計算書に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略しております。 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。 

（単位：千円）

※１ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。 

（単位：千円）

場所 用途 種類 金額

定山渓ビュ
ーホテル
（札幌市南
区定山渓温

泉） 

観光ホテル 

建物及び 
構築物  1,213,953

土地  323,488

その他  19,010

    合 計  1,556,451

場所 用途 種類 金額 

洞爺
サンパレス
(北海道 
有珠郡 
壮瞥町) 

観光ホテル

建 物 及 び
構 築 物 313,058

土 地 124,509

そ の 他 15,865

洞爺パーク
ホテル天翔
（北海道 
虻田郡 
洞爺湖町)

観光ホテル

建 物 及 び
構 築 物 1,344,894

土 地 286,005

そ の 他 35,055

ホテル
エメラルド
（北海道 
釧路市 
阿寒町) 

観光ホテル

建 物 及 び
構 築 物 1,107,104

土 地 32,949

そ の 他 294,094

    合 計 3,553,538

 営業収益が大幅に低下したことによるものであります。

当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上いたしました。 

 減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グルー

プのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位によって資産のグループ化を行

っており、管理会計上の事業所区分によっております。 

 当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定士による鑑定評価額に評価時点の修正

等を行って算定しております。  

  

 営業収益が大幅に低下したことによるものであります。

当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上いたしました。 

 減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グルー

プのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位によって資産のグループ化を行

っており、管理会計上の事業所区分によっております。 

 当該資産の回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値

により測定しております。正味売却価額は不動産鑑定士に

よる鑑定評価額に評価時点の修正等を行って算定してお

り、使用価値は将来キャッシュ・フローを8.1％で割り引

いて算定しております。  

※２ 退職特別加算金及び退職給付制度終了益 

 当社グループは、平成21年11月10日開催の当社取締役会

において「経営改善計画 ～New Karakami Project～」を

決議し、今後安定した収益力を確保するために、当経営改

善計画の人件費の削減方針に基づき、要員の適正化を図る

べく早期退職制度による人員削減を実施いたしました。こ

れにより、早期退職制度に伴う退職特別加算金として、特

別損失に120,737千円を計上しております。 

 また、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理（企

業会計基準適用指針第１号）」の大量退職に該当するた

め、退職給付制度の一部終了に準ずる処理を行い、大量退

職に伴う退職給付制度終了益として、特別利益（その他）

に8,788千円を計上しております。 

───────  



  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理（関係会社管理）上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の運営会社 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

（連結包括利益計算書関係）

   親会社株主に係る包括利益         千円 △1,768,653

   少数株主に係る包括利益             千円 35,497

             計         千円 △1,747,144

   その他有価証券評価差額金            千円 21,508

              計              千円 21,508

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  

観光ホテル
事業 

ビジネス
ホテル事
業 

スポーツ
施設運営
事業 

レストラン
事業 

計
消去又は
全社 

連結

（千円） （千円） （千円） （千円） (千円) （千円） （千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高  14,730,076 3,496,835 201,012 79,124  18,507,048  － 18,507,048

(2) セグメント間の内部売上 

  高又は振替高 
 36 50 20,460 －  20,547 (20,547) －

計  14,730,113 3,496,885 221,472 79,124  18,527,595 (20,547) 18,507,048

営業費用  14,944,603 2,904,692 223,790 77,846  18,150,933 (51,380) 18,099,552

営業利益（又は営業損

失） 
 △214,490 592,193 △2,318 1,278  376,662  30,833 407,495

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
   

資産  33,332,080 6,357,245 50,121 326,413  40,065,860 (2,092,066) 37,973,794

減価償却費  1,432,836 286,067 753 8,090  1,727,748  － 1,727,748

減損損失  1,556,451 － － －  1,556,451  － 1,556,451

資本的支出  159,847 42,672 3,300 －  205,819  － 205,819

事業区分 運営会社

観光ホテル事業 

当社、㈱東北カラカミ観光、㈱洞爺サンパレス、㈱古賀乃井、㈱

ニュー阿寒ホテル、㈱洞爺パークホテル、㈱川久、㈱ホテルエメ

ラルド、㈱阿寒ビューホテル、カラカミ商事㈱、太陽商事㈱ 

ビジネスホテル事業 当社、㈱マックスパート、㈱川久 

スポーツ施設運営事業 サンシャインビル㈱ 

レストラン事業 ㈱羊ヶ丘展望園 



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 
 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 
 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

 （追加情報） 

   当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成21年３月27日

企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

20年３月21日 企業会計基準適用指針第20号）を適用しております。  

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に営業本部を置き、各事業部は、取り扱う地域・サービスについての包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。 

したがって、当社は、事業部を基礎とした地域・サービス別のセグメントから構成されており、「北海道地

区」、「東北地区」、「近畿地区」及び「ビジネス部門」の４つを報告セグメントとしております。 

「北海道地区」は、北海道内における観光ホテル事業で構成しております。「東北地区」は、宮城県内におけ

る観光ホテル事業で構成しております。「近畿地区」は、和歌山県内における観光ホテル事業で構成しておりま

す。「ビジネス部門」は、東京都、神奈川県及び大阪府内におけるビジネスホテル事業で構成しております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法  

    報告されている事業セグメント会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業損益ベースの数値であります。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

        当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 （単位：千円）

 （注） １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スポーツ施設運営事業、レ

ストラン事業、保険取扱代理店業及び広告代理店業等を含んでおります。 

２．調整額は以下のとおりであります。 

  セグメント利益又は損失（△）の調整額 千円は、セグメント間取引消去であります。 

  セグメント資産の調整額 はセグメント間債権債務消去等であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

報告セグメント
その他
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

連結
損益計算書
計上額 
（注）３ 

北海道 
地区  

東北 
地区  

近畿 
地区 

ビジネス部
門 

計

売上高                   

外部顧客へ

の売上高 
 7,118,623  2,748,174 2,974,260 3,461,062 16,302,120 276,989  16,579,110  － 16,579,110

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

 －  － － － － 185,085  185,085  △185,085 －

計  7,118,623  2,748,174 2,974,260 3,461,062 16,302,120 462,075  16,764,195  △185,085 16,579,110

セグメント

利益又は損

失（△） 

 △580,385  39,979 48,200 422,121 △70,083 7,944  △62,139  33,307 △28,831

セグメント

資産 
 13,499,921  3,778,609 9,133,867 6,213,061 32,625,460 7,527,372  40,152,833  △7,552,663 32,600,169

その他の項目     

 減価償却費  796,528  223,341 149,976 277,548 1,447,394 58,890  1,506,284  － 1,506,284

（減損損失）  3,553,538  － － － 3,553,538 －  3,553,538  － 3,553,538

有形固定資

産及び無形

固定資産の

増加額  

 230,476  60,473 36,559 49,655 377,164 25,388  402,553  － 402,553

33,307

△7,552,663



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

(1) 役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１．当社取締役近藤政道が代表取締役副頭取執行役員となっている㈱北海道銀行は、当連結会計年度末日現

在、当社株式を431千株（所有株式割合で4.97％）所有しておりますが、本人との資本的関係はありま

せん。 

    ２．当社代表取締役会長唐神久美子の二親等以内の親族であります。 

３．取引条件につきましては、当社と関連を有しない他の当事者とほぼ同様の条件によっております。 

４．取引条件につきましては、個別交渉により決定した条件によっております。 

５．金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

(1) 役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１．当社取締役近藤政道は株式会社北海道銀行の代表取締役副頭取執行役員を平成22年６月28日付けで退任

しております。なお、取引金額につきましては平成22年６月28日までの内容となっております。  
２．取引条件につきましては、個別交渉により決定した条件によっております。 
３. 金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

  

（関連当事者情報）

  

属性 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有）
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 

期末
残高 

(千円)   
役員の
兼任等

事業上
の関係 

  
役員及び 

その近親者 

近藤 政道 － － 

当社取締役

㈱北海道銀

行代表取締

役副頭取執

行役員 

(注)１ － － 

㈱北海道銀

行からの借

入 

(注)３ 

 6,700,000

短期借入金 2,850,000

    

１年内返済

予定の長期

借入金及び

社債 

2,387,913

    

借入金及び

社債の返済

(注)３ 
 7,343,913
長期借入金

及び社債 
6,457,242

    

借入利息等

の支払 

(注)３ 
 258,005

前払費用 

未払費用 
20,158

12,741

     

松下富士子 

(注)２ 
－ － 会社役員 

（被所有）

3.76％ 
－ － 

同氏が所有

する太陽商

事株式会社

普通株式の

購入 

(注)４ 

 25,600 － － 

  

属性 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有）
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 

期末
残高 

(千円)   
役員の
兼任等

事業上
の関係 

  役員  

近藤 政道 － － 

当社取締役

㈱北海道銀

行代表取締

役副頭取執

行役員 

(注)１ － － 

㈱北海道銀

行からの借

入 

(注)２ 

 2,100,000

－ －  
    

    

借入金の返

済 

(注)２ 
 1,660,700

    

借入利息等

の支払 

(注)２ 
 59,563 － － 



 （注）１．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  該当事項はありません。 

  

  

 連結株主資本等変動計算書関係、連結キャッシュ・フロー計算書関係、リース取引関係、金融商品関係、有価証券関

係、デリバティブ取引取引関係、ストック・オプション等関係、企業結合等関係、退職給付関係、税効果会計関係、資

産除去債務関係、賃貸等不動産関係については決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省

略しております。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭657 83

１株当たり当期純損失金額 円 銭210 00

１株当たり純資産額 円 銭112 47

１株当たり当期純損失金額 円 銭541 01

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純損失(△) 千円 △1,804,150 千円 △4,647,420

普通株主に帰属しない金額 千円 － 千円 －

普通株式に係る当期純損失(△) 千円 △1,804,150 千円 △4,647,420

期中平均株式数 株 8,591,111 株 8,590,288

  
前連結会計年度末

（平成22年３月31日) 
当連結会計年度末

（平成23年３月31日) 

純資産の部の合計額 千円 5,950,785 千円 1,250,987

純資産の部の合計額から控除する金額 千円 299,566 千円 284,915

（うち少数株主持分） （ 千円) 299,566 （ 千円) 284,915

普通株式に係る期末の純資産額 千円 5,651,219 千円 966,072

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数 
株 8,590,692 株 8,589,494

（重要な後発事象）

（開示の省略）



(1) 生産、受注及び販売の状況 

当社グループは主としてホテル事業を営んでいるため、生産、受注及び販売の状況については、報告セグメントご

とに、ホテル別の販売実績及び宿泊客数実績を記載しております。 

① 販売実績 

営業収益を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部取引消去前の数値によっております。  

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当連結会計年度から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日)を適用しております。従いまして、前年同期との比較は行っておりません。 

５．その他

  （単位：千円）

セグメントの名称 ホテル名等
当連結会計年度 

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

前年同期比(％)

  

  

北海道地区 

  

  

  

定山渓ビューホテル  3,080,251  －

洞爺サンパレス  1,903,474  －

ニュー阿寒ホテル  1,070,845  －

洞爺パークホテル天翔  586,590  －

ホテルエメラルド  477,460  －

小計  7,118,623  －

  

東北地区 

  

ホテル瑞鳳  1,624,581  －

秋保グランドホテル  1,123,592  －

小計   2,748,174  －

  

  

近畿地区 

  

  

コガノイベイホテル  944,231  －

ホテル川久  750,888  －

ホテル古賀の井  734,842  －

白浜シーサイドホテル  544,298  －

小計   2,974,260  －

  

ビジネス部門 

  

  

晴海グランドホテル  1,512,702  －

ホテルコスモスクェア国際交流センター  1,402,703  －

川崎グランドホテル  544,456  －

小計  3,459,862  －

その他 その他  278,189  －

  小計  278,189  －

 合計            16,579,110         －



② 宿泊客数実績 

宿泊客数実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

（単位：人）

 （注） 当連結会計年度から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27日)

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日)を適用しております。従いまして、前年同期との比較は行っておりません。 

   

セグメントの名称 ホテル名等
当連結会計年度 

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

前年同期比(％)

  

  

北海道地区 

  

  

  

定山渓ビューホテル  303,765  －

洞爺サンパレス  190,597  －

ニュー阿寒ホテル  117,201  －

洞爺パークホテル天翔  63,067  －

ホテルエメラルド  63,366  －

小計  737,996  －

  ホテル瑞鳳   101,966  －

東北地区 秋保グランドホテル  92,306  －

  小計   194,272  －

  コガノイベイホテル  53,312  －

  ホテル川久  27,800  －

 近畿地区 ホテル古賀の井  52,082  －

  白浜シーサイドホテル  63,764  －

  小計   196,958  －

  

 ビジネス部門 

  

  

晴海グランドホテル  107,776  －

ホテルコスモスクエア国際交流センター  126,494  －

川崎グランドホテル  31,956  －

小計  266,226  －

 合計      1,395,452           －



(2) 役員の異動 

  

①代表取締役の異動 

 該当事項はありません。 

  

②その他の役員の異動 

・新任取締役候補 

取締役 川地幸人（現 ホテル瑞鳳 事業部長） 

取締役 大浦宏之（現 ホテル川久 事業部長） 

・退任予定取締役 

取締役 宮越健文（常勤監査役 就任予定） 

・新任監査役候補 

（常勤）監査役 宮越健文（現 取締役） 

・退任予定監査役 

（常勤）監査役 原田正之 

  

③就任予定日 

平成23年6月29日 
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